
第１条 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成１７年大阪市条

例第１８号。以下「条例」という。）第７条第１項に規定する給料表の適用を受ける

職員（以下「特定任期付職員」という。）でその号給が５号給から７号給までであ

るものの給料の月額は、平成３０年４月から平成３３年３月までの各月分に限り、同項

及び同条第３項の規定にかかわらず、これらの規定による給料月額（以下「給料月

額」という。）から、給料月額に１００分の５．５を乗じた額（その額に１円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）を減じた額とする。

第２条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる給与の額の算定の基礎となる給料の月

額は、給料月額とする。

� 条例第７条第４項の規定による特定任期付職員業績手当

� 職員の給与に関する条例（昭和３１年大阪市条例第２９号）第１１条の２第１項の規

定による地域手当、同条例第１４条第１項の規定による特殊勤務手当及び同条例第

２２条の規定による期末手当

� 職員の退職手当に関する条例（昭和２４年大阪市条例第３号）第１条の規定によ

る退職手当

附 則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

議 案 第５０号

一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の特例に関する

条例案

１



平成３０年２月２３日提出

大阪市長 吉 村 洋 文

説 明

特定任期付職員の給料月額の特例措置を講ずるため、条例を制定する必要があるので、この案

を提出する次第である。

２



（特定任期付職員の給与の特例）

第７条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（本市の経営する地方公営企業

（以下「地方公営企業」という。）に勤務する者（以下「企業職員」という。）を除く。以下「特

定任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する。

２ 省 略

３ 特定任期付職員について、特別の事情により第１項の給料表に掲げる号給により難いときは、

前２項の規定にかかわらず、人事委員会の承認を得て、その給料月額を同表に掲げる７号給の

給料月額を超える額とすることができる。

４ 省 略

（参 考）

一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例

号給 給料月額

１ ３３０，５００円

２ ３７３，６００円

３ ４１６，２００円

４ ４７２，３００円

５ ５４８，９００円

６ ６４１，５００円

７ ７４９，７００円

３
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